	環境装置製造業


平成27年度の環境装置の受注は、主たる需要先である官公需の減少により前年度を下回ったが、民需は製造業・非製造業ともに好調に推移した。足元の28年４～６月期では、中国を中心とした新興国の経済悪化などにより一部に不透明さが見られる。
製品・業界の概要
環境装置は、大気汚染・水質汚濁・廃棄物・騒音・振動などの環境負荷の低減及び再資源化を図る装置の総称である。日本産業機械工業会では、①大気汚染防止装置（排煙脱硫装置、排煙脱硝装置など）、②水質汚濁防止装置（下水汚水処理装置、産業廃水処理装置など）、③ごみ処理装置（都市ごみ処理装置、事業系廃棄物処理装置など）、④騒音振動防止装置の４分類を環境装置の範囲としている。環境装置は、受注生産が中心であり、大型の装置になるほどオーダーメイドの色合いが強くなる。また、大型プラントになると１件あたりの単価が非常に高額で受注から売上の計上までに数年の期間があることも特徴である。
業界は、処理施設を一括して受注するプラントメーカーと、個々の環境装置を製造する装置メーカーに分かれる。また、生産体制に注目すると、自社で設計から製造まで行うメーカーと自社では設計を主に行い、プラント設置先近隣の下請工場で生産を行うメーカーとに分かれる。

受注高の受注先別シェアは、官公需の割合が７割前後、民需が２割前後、外需が１割弱と官公需の割合が高いことが特徴であるが、これは民需では機械本体のみの受注になる場合が多いのに対して、官公需では一般的に建築物とセットの受注になる場合が多く、受注高が数倍になるためである。
　大阪の地位

　平成26年の大阪府における「環境装置（化学的処理を行うもの）」の産出事業所数は20、製造品出荷額等は67億円であり、全国に占める割合は、それぞれ14.2％、10.0％である（経済産業省『工業統計表（品目編）』、従業者４人以上）。関西では大阪府と兵庫県に事業所が集中しており、事業所数は大阪府が1位である。製造品等出荷額では大阪府は３位だが、兵庫県と合わせると出荷額シェアは４分の１以上となる。（※「環境装置（化学的処理を行うもの）製造業」以外にもボイラ、タービン、熱交換器など様々な製品が環境装置を形成しているが、環境装置用途のみの出荷額等を抽出できないため、ここでは含んでいない）
27年度の受注は減少したが、堅調に推移
27年度の全国の受注額は、前年度比5.7％減の6,121億円となった。受注の大半を占める官公需が減少したことが主な要因だが、年度前半に民需が非常に好調に推移したことや、総計でも直近６年度中２番目の受注高であることなども踏まえると、堅調な結果と言える（一般社団法人日本産業機械工業会『環境装置受注状況』）。
27年度を受注先別にみると、官公需では都市ごみ処理装置や大気汚染防止装置全般は好調に推移したが、東日本大震災関連の災害廃棄物処理装置の特需が一服したことで、前年度比14.0％減となった。長期的には環境基本法(平成５年)やダイオキシン類対策特別措置法(11年)などが制定された頃に大型特需があった。その更新需要が一巡した後はリーマンショック後の22年度にかけて低調に推移したが、23年度以降は回復基調にある。
民需では、収益拡大を背景に大企業の設備投資が好調なことを受けて、製造業向けが対前年比37.2％増、非製造業向けが35.2％増と大幅な増加となった。製造業向けでは、パルプ・紙メーカー向けの事業系廃棄物処理装置や、石油・石炭メーカー向け排煙脱硝装置、石油化学メーカー向けの産業排水処理装置などが伸長し、非製造業では電力会社向けの排煙脱硫装置、事業系廃棄物処理装置の好調が受注を牽引した。
外需では、27年度は10.5％減となった。ごみ処理装置全般や排煙脱硝装置では前年度を上回る受注があったものの、排煙脱硫装置や産業排水処理装置、下水汚水処理装置が伸び悩んだ。
足元の４～６月期では、官公需は堅調なものの、中国を中心とした新興国の経済悪化などにより、外需でのマイナスの影響がみられるほか、民需についても受注先の輸出企業で新規プラントの新設計画が減少するなど、一部に不透明さがある。
収益は横ばい
受注単価について、官公需は競争入札により受注単価が緩やかな減少傾向にあるが、ごみ焼却場に発電機能など付加価値を提案することで維持している。外需は、海外プラントの競争入札では、中国などの海外企業との価格差が非常に大きいため、独自技術での優位性の打ち出しやアフターフォローの充実などに各社工夫を重ねている。
コストについては、主な原材料のステンレスの価格が弱含んでいるものの、プラント建設現場での人件費が高騰している。これらを総合的にみると収益は横ばいで推移している。
設備投資は横ばい、採用は建設人材に不足感
生産設備投資は維持・更新目的を中心に横ばいで、設計を主体としたメーカーでも３ＤＣＡＤなどのシステムへの投資は堅調に行なわれている。ただし、中国を中心とした新興国の経済悪化など景気の先行きの不透明感を懸念し、工場の新設や移転などの大型投資には慎重な意見も聞かれた。

採用は各社高い技術力を維持向上するために理系人材の新卒採用を熱心に行なっており、概ね目標通りの採用が進んでいる。一方、プラントメーカーでは建設資格を有する人材が慢性的に不足しており、人材不足が原因で受注を増やせないといった支障も生じている。
成長戦略はバラエティー豊か
公害防止やごみ処理のための環境装置は、成熟した業界であるが、バイオマス発電などの分野では伸び代がある。オンリーワンの技術力を持った企業が多いこともあり、成長戦略は多種多様で、画期的な新商品の開発や、電力会社とタイアップして省エネ商品の販路拡大など各社の持味を活かした取組が進められている。中堅中小の装置メーカーでは同業種との業務提携を強化し、得意分野の製品を組み合わせて提案することで大企業に対抗する動きもみられた。
震災の影響は軽微だが、円高はマイナス影響
主な生産拠点の多くは近畿地方や中国地方に立地していることもあり、熊本地震による業界への被害は、ほとんど見られなかった。大規模災害の際は被災した処理施設の更新や修理需要が発生するため、受注増加につながる場合もある。
中国経済やイギリスのＥＵ離脱などによる海外情勢の悪化は外需の縮小という直接的な影響に加えて、円高を伴っているため、外需のウエイトが大きい企業にとっては経常収支悪化の要因にもなっている。また、民需が中心の企業にとっても、主要販売先が海外情勢の悪化を理由に設備投資に慎重な態度を示すことで、新規案件が白紙化されるなど、需要の縮小を懸念する声もあった。
今後の見通し
日本産業機械工業会によると、28年度の受注は、3.1％の増加を見込んでいる（機種別受注見通し「その他」分で、業務用洗濯機など環境装置以外も含む）。これは、官公需向け都市ごみ処理装置の改良工事等の増加や、環境意識が高まりつつある東南アジアなどでの外需の伸長を見込んだものである。外需の中でも東南アジアに注目している企業が多く、今後は東南アジア各国の環境規制の強化や、日系企業の生産拠点が段階的に中国から東南アジアへシフトする際の受注などを足がかりに、海外販路を拡大できるチャンスがある。　　　　　　　　　　　　　　　　

（中井　章太）
表１ 環境装置（化学的処理を行うもの）製造業の

概要　　　 （平成26年、単位：百万円、事業所）
[image: image1.emf]出荷額等 全国シェア 事業所 全国シェア

広島県 18,111 26.8% 7 5.0%

兵庫県 11,493 17.0% 9 6.4%

大阪府 6,737 10.0% 20 14.2%

神奈川県 5,852 8.7% 15 10.6%

愛知県 3,835 5.7% 10 7.1%

全国 67,618 100.0% 141 100.0%

製造品出荷額等 産出事業所数


資料：経済産業省『工業統計表（品目編）』

表２ 環境装置の受注状況の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
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平成22年度 454,195 100.9 57,022 212,146 183,068 1,959 54,685 34,277 337,737 27,496

23年度 591,991 130.3 60,953 236,922 292,372 1,744 62,927 68,664 415,252 45,148

24年度 489,495 82.7 52,268 180,537 254,810 1,880 53,318 28,040 372,269 35,868

25年度 515,604 105.3 42,575 178,749 291,890 2,390 46,231 40,943 412,955 15,475

26年度 649,298 125.9 57,424 197,413 392,728 1,733 55,062 48,826 506,221 39,189

27年度 612,111 94.3 85,874 181,930 342,866 1,441 75,571 66,023 435,429 35,088

27年1～3月 209,176 145.3 29,244 43,601 135,915 416 17,407 31,779 145,067 14,923

4～6月 123,241 67.0 13,142 28,135 81,789 175 13,530 10,862 85,767 13,082

7～9月 146,072 102.3 11,039 44,309 90,346 378 13,675 7,856 117,007 7,534

10～12月 93,216 82.2 8,062 46,162 38,456 536 16,585 10,832 56,910 8,889

28年1～3月 249,582 119.3 53,631 63,324 132,275 352 31,781 36,473 175,745 5,583

総計 前年度比

装置別 受注先別


資料：一般社団法人日本産業機械工業会『環境装置受注状況』
PAGE  
業種別景気動向調査　平成28年（2016）年４～６月期

